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（１）働き方改革の目的

多様な働き方を選択できる社会の実現
     （企業）

働き方改革の目的とは？

魅力ある職場作り 人材の確保 業績の向上 利益増

成長と分配の好循環

働き方改革に取り組まないと…
「少子高齢化に伴う労働力人口の減少」
「働き方のニーズの多様化」

の問題に対応できなくなるおそれがある

働き方改革

企業

生産年齢人口 7340万9000人
前年から20万3000人減少
全体人口に占める割合59.7％



コロナ禍における
テレワーク等の普及促進

【令和3年3月25日改定】
テレワークの適切な導入及び

実施の推進のためのガイドライン

オンライン
会議

ZOOM

（１）働き方改革の目的

参考事項１



（１）働き方改革の目的

参考事項２



（１）働き方改革の目的

参考事項３

・ 事業主団体・経済団体は、会員企業等に対し過労死等防止のための必要な支援や情報提供に努める。

・ 労働者に対する労働関係法令の周知やハラスメント防止対策は事業主の責務であることを踏まえ、管

理職等の上司や若年労働者自身に対する労働関係法令に関する研修等を通じて、過労死等やハラスメン

トの未然防止に努める。

事業主等の取組

過労死等の防止のための対策に関する大綱



時間外労働の
上限規制の導入

割増賃金率の
猶予廃止

１人1年5日間の
年次有給休暇の取得

勤務間インターバ
ル制度の導入促進

労働者の健康
管理の徹底

産業医・産業保健
機能の強化

フレックスタイ
ム制の制度拡充

高度プロフェッショ
ナル制度の創設

平成31年4月1日から「働き方改革関連法」
が施行されています！

同一労働
同一賃金

（２）働き方改革関連法の施行



これまでの時間外労働
⇒法律上の上限規制なし

恒常的な長時間労働・・・過重労働

時間外労働の
上限規制導入

ポイント１

（３）時間外労働の上限規制について



（３）時間外労働の上限規制について

（１）休憩時間を除いて1週間に40時間、1日に8時間を超えて労働させてはいけま
せん。これを法定労働時間といいます。

（２）週４０時間労働については、労働者数が１～９人の商業、映画演劇業（映画の
製作の事業を除く）、保健衛生業、接客娯楽業などには週４４時間という特例
措置があります。

（３）労働時間とは、労働者が使用者の指揮監督の下にある時間をいいます。

（４）一週間とは、就業規則その他に別段の定めがない限り、日曜日から土曜日まで
のいわゆる暦週をいいます。また、一日とは、午前０時から午後１２時までの
いわゆる暦日をいうものであり、継続勤務が二暦日にわたる場合には、たとえ
暦日を異にする場合でも一勤務として取り扱い、当該勤務は始業時刻の属する
日の労働として、当該日の「一日」の労働と解されます。

労働時間とは

「使用者の指揮監督下」にあるか否かは、明示的なものであることは必要ではなく、
現実に作業している時間のほかに、作業前に行う準備や作業後の後始末・掃除等が、
使用者の明示または黙示の指揮命令下で行われている限り、その時間も労働時間とな
ります。



（３）時間外労働の上限規制

変形労働時間制

変形労働時間制とは、繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所定
労働時間を短くするといったように、業務の繁閑や特殊性に応じて、労使が工夫
しながら労働時間の配分などを行い、これによって全体としての労働時間の短縮
を図ろうとするものです。

業
務
の
実
態
に
応
じ
た
労
働
時
間
制
度
の
選
択
方
法

業務の繁閑が
少ない場合

業務の繁閑が
ある場合

業務の繁閑が直前で
ないと不明の場合
（規模30人未満の
小売業、旅館及び
料理・飲食店に限る）

１週間に休日が２日
程度確保できる場合

１日の所定労働時間
が短縮できる場合

月始め、月末、特定
週等に業務が忙しい
場合

特定の季節（夏季、
冬季など）、特定の
月などに業務が忙し
い場合

始業・終業の時刻を
労働者に自由に選択
させることができる
場合

完全週休２日制の採用

土曜日を半日勤務とする制度の採用

１か月単位の変形労働時間制の採用

１年単位の変形労働時間制の採用

１週間単位の非定型的変形労働時間制の採用

フレックスタイム制の採用



施行期日：平成31年（2019年）4月1日から

 中小企業は、令和2年（2020年）4月1日から

【参考】適用が猶予・除外となる事業・業務

改正法施行5年後に適用（令和6年（2024年）4月1日から）

・医師

・自動車運転の業務

上限時間は年960時間とする

・建設の事業 など

（３）時間外労働の上限規制について



時間外労働の上限
原則 ⇒ 月４５時間、年３６０時間
※１年単位の変形労働時間制の場合、月４２時間、年３２０時間

【特別条項】

上記の限度時間を延長することが可能
になる（年間６か月以内）

業務量の大幅な増加

（３）時間外労働の上限規制について



時間外労働の上限

【特別条項】

（年間６か月以内）

◎年間７２０時間以内

◎複数月平均８０時間以内 ※休日労働含む

◎月１００時間未満 ※休日労働含む

注意！

（３）時間外労働の上限規制について



法定労働時間
（１日８時間）

（１週４０時間）

４５時間

法律による
上限（原則）

・月45時間
  ・年360時間

法律による上限
（例外）

◎年720時間以内

◎複数月平均80時間以内※

◎月100時間未満※
※休日労働含む

特別条項
（年間6か月以内）

法定時間外労働

８０時間

１００時間

（３）時間外労働の上限規制について

上限規制のイメージ



（３）時間外労働の上限規制について



（３）時間外労働の上限規制について



（３）時間外労働の上限規制について



実際に法律違反とならない

時間外労働の限度を考えてみましょう

演習 法律違反とならないためには…

（３）時間外労働の上限規制について



上限規制を守るための管理表（労働者A）

それぞれの月の平均の数値を計算できるようにしておく【全ての隣接する２～６か月平均で

80時間まで】上の例の場合、６か月平均63.3時間、２か月平均（5～6月）70時間…となる

【労働者A】 2024
4月

2024
5月

2024
6月

2024
7月

2024
8月

2024
9月

・・・

時間外労働 80 60 45 35 35 70

法定休日労働 20 15 10 10

合計 80 80 60 45 35 80

時間外労働
（年度累計）

80 140 185 220 255 325

特別条項回数
（年度累計）

１ ２ ２ ２ ２ ３
時間外労働45時間超え

の回数を積算する【年

６回以内】

法定休日労働を時間

外労働と分けて管理

する

③

②

④ 月毎に時間外と休日

の合計を管理する

① 各月の時間外労働の

みを積算する

【年720時間以内】

⑤

（３）時間外労働の上限規制について

演習 法律違反とならないためには…

全ての月で80時間を超えなければ平均の計算は不要

36協定 特別条項
月95ｈ 年720ｈ



上限規制を守るための管理表（労働者B）

80時間を超える月が

発生した場合、平均

の数値を計算する

【全ての隣接する２

～６か月平均で80時

間まで】③の例の場

合2か月平均（5～6

月）77.5時間、3か

月平均（4～6月）

71.6時間…であるた

め違反ではない

【労働者B】 2024
4月

2024
5月

2024
6月

2024
7月

2024
8月

2024
9月

・・・

時間外労働 45 50 90 45 45 45

法定休日労働 15 15

合計 60 65 90 45 45 45

時間外労働
（年度累計）

45 95 185 230 275 320

特別条項回数
（年度累計）

0 1 2 ２ 2 ２

時間外労働と法定休

日の合計が80時間を

超える月が発生！

②

④

各月の時間外労働のみを積算

する【年720時間以内】

③

（３）時間外労働の上限規制について

演習 法律違反とならないためには…

時間外労働45時間超えの回数

を積算する【年６回以内】

①

次のスライドに続く

前半の６か月

36協定 特別条項
月95ｈ 年720ｈ



上限規制を守るための管理表（労働者B）

新たに時間外労働と法定休日労働の合計が80時間

を超える月が発生すれば平均を計算する

【労働者B】 ・・・ 2024
10月

2024
11月

2024
12月

2025
1月

2025
2月

2025
3月

時間外労働 70 45 90 50 45 80

法定休日労働 10 20 15 15

合計 80 45 90 70 60 95

時間外労働
（年度累計）

390 435 525 575 620 700

特別条項回数
（年度累計）

3 3 4 5 5 6 時間外労働45時間

超えの回数の合計

を確認する【年６

回以内】

⑧

各月の時間外労働の

みの合計を確認する

【年720時間以内】

⑤

（３）時間外労働の上限規制について

演習 法律違反とならないためには…

後半の６か月

36協定 特別条項
月95ｈ 年720ｈ

⑦

月毎に時間外労働

を管理する【月95

時間以内】⑥



【労働者A】１か月の時間外・休日労働が80時間を超えなかったケース
80時間

45
35 35

70
③

80
①

45

80
④ 60

⑤
35

80
⑥

45

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

60
②

時間外労働
のみ合計
670時間

20

15

10

10

15

20

15

休日労働

15 20

15

10

15
休日労働

【労働者B】１か月の時間外・休日労働が80時間を超えたケース

80時間

45 45

80
⑥

90
②

90
④

50
⑤

70
③

45

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

95時間

45 45

（3）時間外労働の上限規制について

演習 法律違反とならないためには…

45

時間外労働
のみ合計
700時間

50
①

36協定 特別条項
月95ｈ 年720ｈ

労働者A・Bはいずれも法律（36協定）の範囲内



演習 法律違反とならないためには…

（３）時間外労働の上限規制について

36協定の特別条項を月80時間超えで締結して

いても、月の時間外労働と法定休日労働の合計
を80時間以内に抑えると管理の負担が軽減

月80時間を超えた労働者が発生した場合のみ

２～６か月の平均値を計算する

上限規制の管理表を作成する１

２

３

４

時間外と法定休日労働を分けて集計する



（４）割増賃金率について

１か月60時間を超える時間外労働
⇒５割以上の割増賃金の支払

中小企業は10年以上適用猶予されていた

ポイント２

中小企業は、令和５年（2023年）4月1日から

適用されています。



○深夜時間

深夜時間帯に１か月60時間を超える時間外労働を
行わせた場合・・・

深夜割増率25％（２割５分）以上

  ＋ 時間外割増賃金50％（５割）以上

               ＝ 75％（７割５分）以上

○休日労働との関係

法定休日以外の休日労働が時間外労働となる場合

・・・「１か月60時間」の算定に含めなければ
ならない

（４）割増賃金率について



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

これまでの年次有給休暇の取得方法
⇒原則として労働者の申出

取得は労働者次第・・・取得率の低迷

1人1年5日間の
年次有給休暇の取得

ポイント３
日数が１０日以上
の労働者対象



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

労働者が自らの申し出による、
年休の取得。

①労働者が使用者に
取得希望時季を申出

労働者

②○月×日に年休が成立

使用者が労働者の希望を聴き、
希望を踏まえて時季を指定。

使用者

労働者

①使用者が労働者に
取得時季の希望を聴取

②労働者の意見を尊重し
使用者が取得時季を指定

③○月×日に年休が成立

例「○月×日に休みます」

例「○月×日に休んでください」

使用者

＋

併せて年５日取得させる義務

申し出がしにくいなぁ



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

①4/1に年休を10日以上付与

⇒１年間（4/1～翌3/31まで）に５日年休を取得させる義務が発生

4/1 3/31

②半年経過（10/1）時点で、年休を２日しか取得していない（その時点

で請求もしていない）

★10/1

年
休

年
休4/1 3/31

あと３日取得しないといけない

よくあるQ＆A
使用者による時季指定は、期間の最初に行わなければいけませんか。

基準日からの１年間の途中に行うことも可能です。

１



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

③残りの半年間で、未取得日数分の年休を使用者が時期指定する

★10/1

年
休

年
休4/1 3/31

年
休

年
休

年
休

使用者が

時季指定

使用者休暇の請求・取得日数が５日未満の労働者

これまで５日取得できて
いないようですが、いつ
休暇を取得したいですか。

○月×日に休
みたいです。

それでは○月×日に
休んでください。

使用者による時季指定は、期間の最初に行わなければいけませんか。

基準日からの１年間の途中に行うことも可能です。

１



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

よくあるQ＆A
使用者による時季指定制度を導入する場合、就業規則に記載する必要

はありますか。

２

時季指定の対象となる労働者の範囲及び時季指定の方法について、就
業規則に記載する必要があります。

第○条
１項～４項（略）

５ 第１項又は第２項の年次有給休暇が10日以上与えられた労働者に対しては、
第３項の規定にかかわらず、付与日から１年以内に、当該労働者の有する年次有
給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を聴取し、その意見を尊重
した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、労働者が第３項又は
第４項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数
分を５日から控除するものとする。

就業規則の記載例



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

よくあるQ＆A

使用者が年次有給休暇の時季を指定する場合に、半日単位年休とする
ことは差し支えありませんか。また、労働者が自ら半日単位の年次有給
休暇を取得した場合には、その日数分を使用者が時季を指定すべき年５
日の年次有給休暇から控除することができますか。

３

時季指定に当たって、労働者の意見を聴いた際に、半日単位での年次
有給休暇の取得の希望があった場合には、半日（0.5日）単位で取得す
ることとして差し支えありません。
また、労働者自ら半日単位の年次有給休暇を取得した場合には、取得

１回につき0.5日として、使用者が時季を指定すべき年５日の年次有給
休暇から控除することができます。
（なお、時間単位の年次有給休暇については、使用者による時季指定の
対象とはならず、労働者が自ら取得した場合にも、その時間分を5日か
ら控除することはできません。）



以下の理由で、年次有給休暇をなかなか取得してくれない労働者に
取得を促すよい方法はありますか。
１ 自分（子供）が病気にかかった時のために残しておきたい。
２ 休んでもすることがないから休みたくない。

１ 「有給休暇のうち5日間は病気を未然に防ぐ健康管理を目的に使っ
てほしい」「自らの健康管理も仕事の一つだよ」と働きかける。しん
どい仕事が一区切りついた時に「一区切り休暇」を取得してもらう。
小学校入学までの子供は、定期健診や予防接種のように病気以外に

も幾つか休暇を必要とする予定があるため、その時に取得してもらう。

２ 有給休暇未取得は、自分の問題だけでなく、周囲が有給休暇を取得
しづらくなる原因となることを理解してもらう。

（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

よくあるQ＆A
４

次のスライドに続く



３ 会社として仕事の振り分けを個人単位とせずに、チーム単位とする。

４ 改正法の時季指定の方法を活用してもらう。
上司を部下の時季指定担当者に指名して上司から有給休暇取得を指

示してもらう。
全員が閲覧可能な年次有給休暇取得計画表を作成して、申請しよう

とする労働者が他の労働者の取得予定日を確認出来るようにする。

以下の理由で、年次有給休暇をなかなか取得してくれない労働者に
取得を促すよい方法はありますか。
３ 自分が休んでいる間の仕事が心配だ。
４ 同僚や上司に遠慮してしまい申請しづらい。

（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

よくあるQ＆A
４



（５）１人１年５日間の年次有給休暇の取得

年次有給休暇取得計画表の作成例

●年度別や四半期別、月別などの期間で個人ごとの年次有給休暇取得計

画表を作成し、年次有給休暇の取得予定を明らかにすることにより、

職場内において取得時季の調整がしやすくなります。

●年次有給休暇取得計画表は基準日にその年の分を作成しましょう。

（例）年次有給休暇取得計画表（年間）

…

氏 名 基準日 基準日時点の
年休保有日数

年度計 ４月 ５月

佐藤太郎 2019/4/1 20日 予定日数 20日

取得日数 ６日
（実績）

2日
(４/26～30のうち2日)

２日
(4/26、4/27)

2日
(5/1、5/2)

2日
(5/1、5/2)…



客観的な記録を基礎とした労働時間の把握

自己申告制の不適切な運用による
長時間労働、賃金不払残業の潜在化

労働者の健康
管理の徹底

客観的な記録等による
時間把握を義務化

（6）労働者の健康管理の徹底

ポイント４



安全衛生法第66条の8の3
働き方改革関連法の改正の一つとして新設

「事業者は、第66条の8第1項又は前条第1項の規定
による面接指導を実施するため、厚生労働省令で定
める方法により、労働者（次条第1項に規定する者を
除く。）の労働時間の状況を把握しなければならな
い。」

月80h超えかつ疲労の
蓄積が認められる者

研究開発の業務に従事する
労働者で月100ｈ超え

（6）労働者の健康管理の徹底



改正労働安全衛生法（第66条の8の3、労働安全
衛生規則第52条の7の3第1項、平成31年3月29
日付け基発0329第2号解釈通達）

●適用の範囲
労働基準法第41条に定める者（管理監督者）
みなし労働時間制適用の労働者

●講ずべき措置
労働時間の状況を把握する方法を原則①②③とする
①タイムカード
②パソコンの使用時間（ログインからログアウトまでの時間）
③事業者の現認等

●例外
自己申告（労働時間適正把握ガイドラインと同じ）

法律による
義務化

も含めた全労働者※

※高度プロフェッショナル制度対象労働者を除く

（6）労働者の健康管理の徹底



労働時間の状況

Point

改正法は「労働時間の状況」の把握を義務付けている。
労働時間の状況の把握とは、労働者の健康確保措置を適切に実施する
観点から、労働者がいかなる時間帯にどの程度の時間、労務を提供し
得る状態にあったかを把握するものです。

実労働時間

労働時間の状況 実労働時間＞

 左図のとおり、

 もあり得るが、

労働時間の状況 実労働時間＝
 とした方がリスクは少ないと説明すべき

（6）労働者の健康管理の徹底

「労働時間の状況」とは



このようにお悩みではないですか？

個別訪問によるご相談にも対応していますので、まずは

お気軽に、お近くの労働基準監督署にお問合せ下さい。

｢働き方改革｣ への取り組みを支えるため

労働時間相談･支援コーナー
を労働基準監督署に設置しています。

残業時間を減らしたいとは
思うけど、どうすれば
いいんだろう？

うちの会社の
労働時間制度は
このままで
いいのかな･･･？

大阪府内の労働基準監督署 労働時間相談・支援コーナーの

連絡先は次のスライドをご覧ください

受付：８時３０分～１７時１５分（土･日･祝祭日を除く）

専門の「労働時間相談･支援班」が、

以下のようなご相談について、

お悩みに沿った解決策をご提案します。

時間外労働の上限設定などに取り組む際に利用可能な助成金

時間外･休日労働協定（36協定）を含む労働時間制度全般

変形労働時間制などの労働時間に関する制度の導入

長時間労働の削減に向けた取組み

（７）働き方改革の支援・相談先のご案内



監督署名 管轄地域 電話番号

大阪中央署 中央区、東成区、城東区、天王寺区、浪速区、生野区、鶴見区 06-7669-8726

大阪南署 住之江区、住吉区、西成区、阿倍野区、東住吉区、平野区 06-7688-5580

天満署 北区、都島区、旭区 06-7713-2003

大阪西署 西区、港区、大正区 06-7713-2021

西野田署 此花区、西淀川区、福島区 06-7669-8787

淀川署 東淀川区、淀川区、池田市、豊中市、箕面市、豊能郡 06-7668-0268

東大阪署 東大阪市、八尾市 06-7713-2025

岸和田署 岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、泉南郡 072-498-1012

堺署 堺市 072-340-3829

羽曳野署 富田林市、河内長野市、松原市、柏原市、羽曳野市、藤井寺市、
大阪狭山市、南河内郡

072-942-1308

北大阪署 守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市 072-391-5825

泉大津署 泉大津市、和泉市、高石市、泉北郡 072-527-1211

茨木署 茨木市、高槻市、吹田市、摂津市、三島郡 072-604-5308

各署の労働時間相談・支援コーナー ：８時30分～17時15分（土･日･祝祭日を除く）

（７）働き方改革の支援・相談先のご案内



とお考えの皆様に

大阪働き方改革推進支援・賃金
相談センターがあります！

監督署はちょっと
敷居が高いなぁ

無料です

０１２０－０６８－１１６（FAX申込可能）

○全ての事業主の方がご利用いただけます

〇社会保険労務士等が相談に対応します

大阪市北区天満２－１－３０

大阪府社会保険労務士会館５階

※E-mail   hatarakikata@sr-osaka.jp

相談

窓口

連絡先

大阪府社会保険労務士会 検索詳しくは… 上のQRｺｰﾄﾞでか

（７）働き方改革の支援・相談先のご案内



働き方改革特設サイト

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp

働き方改革サイト 検索詳しくは…

サイト掲載の
改善事例は

こちらをクリック

（７）働き方改革の支援・相談先のご案内



（７）働き方改革の支援・相談先のご案内



よろず支援拠点 検索詳しくは…

（７）働き方改革の支援・相談先のご案内



（８）その他



（８）その他



ご清聴ありがとうございました。
これで労働基準監督署からの説明を

終わらせていただきます。
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